
業務名 ：令和２年度大淀川・小丸川水系河川水辺環境調査（両生類等・鳥類）業務 

 

令和２年２月４日付けで手続き開始の公示をしました上記業務について、下記のとおり手続き開始の公示を修正いたします。 

 

簡易公募型競争入札方式（総合評価落札方式）に係る手続き開始の公示 

修正箇所 現   行 修 正 後 

 

１．業務概要 

 （３）履行期間 

 

 

 

 

令和２年４月１日～令和３年２月２６日 

 

 

 

 

契約締結日の翌日～令和３年２月２６日 

 

 

 

 

２．指名されるために

必要な要件 

（２）参加表明書に関

する要件 

２）配置予定技術者

に対する要件 

(3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年４月１日現在の手持ち業務量（本業務は含

まない。契約済及び特定後未契約のものを含む。また、

複数年契約の業務の場合は、契約金額を履行期間の総

月数で除し、当該年度の履行月数を乗じた金額とす

る。尚、設計共同体として受注した業務の契約金額は、

総契約金額に出資比率を乗じた金額とする。）が４億

円未満かつ１０件未満である者。ただし、令和２年４

月１日現在での手持ち業務のうち、国土交通省の所管

に係る建設コンサルタント業務等において調査基準

価格を下回る金額で落札した業務（港湾空港関係を除

く）がある場合には、手持ち業務量の契約金額を４億

円未満から２億円未満に、件数を１０件未満から５件

未満に読み替える。その上で、配置予定管理技術者等

が手持ち業務量の制限を満たすことが確認できない

場合には、九州地方整備局競争契約入札心得（平成 24

年 3 月 30 日付け国九整達第 9 号）第 6 条第 11 号

の規定により、入札に関する条件に違反した入札とし

て、その入札を無効とするものとする。 

また、本業務の履行期間中は配置予定管理技術者等

の手持ち業務量が、契約金額で４億円、件数で１０件

の業務量（令和２年４月１日現在での手持ち業務に、

国土交通省の所管に係る建設コンサルタント業務等

で調査基準価格を下回る金額で落札した業務（港湾空

港関係を除く）がある場合には、契約金額で２億円、

件数で５件の業務量）未満とし、この業務量以上とな

った場合には、遅滞なくその旨を報告しなければなら

ない。その上で、業務の履行を継続することが著しく

不適当と認められる場合には、当該配置予定管理技術

者等を、以下の[1]から[4]までのすべての要件を満た

す技術者に交代させる等の措置請求を行う場合があ

るほか、業務の履行を継続する場合であっても、本業

務の業務成績評定に厳格に反映させるものとする。 

 

 

 

 

公示日現在の手持ち業務量（本業務は含まない。契

約済及び特定後未契約のものを含む。また、複数年契

約の業務の場合は、契約金額を履行期間の総月数で除

し、当該年度の履行月数を乗じた金額とする。尚、設

計共同体として受注した業務の契約金額は、総契約金

額に出資比率を乗じた金額とする。）が４億円未満か

つ１０件未満である者。ただし、公示日現在での手持

ち業務のうち、国土交通省の所管に係る建設コンサル

タント業務等において調査基準価格を下回る金額で

落札した業務（港湾空港関係を除く）がある場合には、

手持ち業務量の契約金額を４億円未満から２億円未

満に、件数を１０件未満から５件未満に読み替える。

その上で、配置予定管理技術者等が手持ち業務量の制

限を満たすことが確認できない場合には、九州地方整

備局競争契約入札心得（平成 24 年 3 月 30 日付け

国九整達第 9 号）第 6 条第 11 号の規定により、入

札に関する条件に違反した入札として、その入札を無

効とするものとする。 

また、本業務の履行期間中は配置予定管理技術者等

の手持ち業務量が、契約金額で４億円、件数で１０件

の業務量（公示日現在での手持ち業務に、国土交通省

の所管に係る建設コンサルタント業務等で調査基準

価格を下回る金額で落札した業務（港湾空港関係を除

く）がある場合には、契約金額で２億円、件数で５件

の業務量）未満とし、この業務量以上となった場合に

は、遅滞なくその旨を報告しなければならない。その

上で、業務の履行を継続することが著しく不適当と認

められる場合には、当該配置予定管理技術者等を、以

下の[1]から[4]までのすべての要件を満たす技術者に

交代させる等の措置請求を行う場合があるほか、業務

の履行を継続する場合であっても、本業務の業務成績

評定に厳格に反映させるものとする。 

 

 

 


